
様式 

対応状況報告書 

 

大  学  名：東京都立大学 

評価実施年度： 令和４年度  

報 告 年 度 ： 令和５年度  

 

対象となる基準 基準３－６ 

改善を要する点 〇学校教育法施行規則第 172 条の２に規定された、教員の学位及び

業績が一部公表されていない。 

対応状況 ・2023年 3月 31日時点で本学に所属するすべての教員の学位及び

業績が本学ウェブサイトに記載されており改善されている。 

 

上記の改善を要する点の指摘に対して、2022年度第 6回自己点検・

評価委員会で該当部局長へ対応依頼を行い、2023年 3月 31日時点

ですべての教員が本学ウェブサイト上に掲載されていることを確認

した。 

また、2023年 4月 1日以降に着任した教員情報の掲載についても

2023年度第 3回自己点検・評価委員会において対応依頼を行い、引

き続き情報の公表に適切に取り組んでいる。 

 

【根拠資料・データ】 

・3-6-1-01_「一部の教員の学位・業績情報」の公表に係る対応（非

公表） 

 

 

対象となる基準 基準５－３ 

改善を要する点 〇経営学研究科博士後期課程において、実入学者数が入学定員を大

幅に超えている。また、法学政治学研究科専門職学位課程におい

て、実入学者数が入学定員を大幅に下回っている。 

対応状況 ・法学政治学研究科専門職学位課程においては、2019年度から 2023

年度の平均入学定員充足率が 0.87倍と改善されている。 

 

上記の改善を要する点の指摘に対して、法学政治学研究科法曹養成

専攻では、定員充足率適正化に向け、以下の取組を行った。 

○入試説明会時期の見直し 



他法科大学院の入試説明会の実施日や受験生の志望校決定時期等を

踏まえ、2022年度は例年よりも早い 6月下旬開催とした。 

○連携協定提携先大学を対象とした説明会の実施 

法曹養成連携協定提携先である明治学院大学法学部と東京都立大学

法学部について、各大学の学生のみを対象とした説明会を開催し

た。 

○併願制度の導入 

2023年度入試より、2年履修課程（一般選抜）と 3年履修課程（一

般選抜）の併願及び 2年履修課程（一般選抜）と 2年履修課程（特

別選抜・開放型）の併願を認めることとした。 

○法科大学院ウェブサイトのリニューアル 

2022年度にウェブサイトをリニューアルし、コンテンツの充実を図

った。 

 

【根拠資料・データ】 

・認証評価共通基礎データ様式【大学（専門職大学含む）用】様式

２（令和 5年 5月 1日現在） 

・5-3-1-02_東京都立大学法科大学院入試説明会チラシ 

・5-3-1-03_【明治学院大学学生向け】東京都立大学法科大学院入試

説明会チラシ 

・5-3-1-04_入試併願の案内（ウェブサイト抜粋） 

・5-3-1-05_法科大学院進学説明会チラシ 

 

 

対象となる基準 基準６－３ 

改善を要する点 〇人文科学研究科、法学政治学研究科、経営学研究科においては、

授業科目の内容が授与する学位に相応しい水準であることが認めら

れず、教育課程の編成が体系性を有しているといえない。 

対応状況 ・法学政治学研究科、経営学研究科においては、博士前期課程の修

了要件に学部の授業科目を含めないことを規定で定めており改善さ

れている。 

 

上記の改善を要する点の指摘に対して、法学政治学研究科では、

2023年 2月の法学政治学研究科教授会において決定された「法学政

治学専攻博士前期課程の学生による学部の授業科目の履修に関する

申し合わせ」に従い、2023年 4月 1日より、院生が学部の授業科目

を履修し、これを修了単位に充当することを認めない。また、院生



には、法学政治学専攻の授業概要・履修案内において周知した。 

経営学研究科では、2023年 3月の経営学研究科教授会において、経

営学研究科要綱第 4条第 5項を改訂し、学部科目の修了要件への充

当は認めない旨を追記し、2023年 4月 1日から施行とした。 

 

【根拠資料・データ】 

・6-3-1-06_(09)法学政治学専攻博士前期課程の学生による学部の授

業科目の履修に関する申し合わせ（非公表） 

・6-3-1-07_(09)2023年度授業概要・履修案内（法学政治学専攻） 

・6-3-1-02_(10)東京都立大学経営学研究科要綱 

 

 

対象となる基準 基準６－３ 

改善を要する点 〇都市環境科学研究科を除いたすべての研究科において、１年間の

研究指導の計画を、学生に対して毎年あらかじめ明示した上で、指

導することとしていない。 

対応状況 ・人文科学研究科、法学政治学研究科、経営学研究科、システムデ

ザイン研究科においては、１年間の研究指導の計画を学生に対して

毎年あらかじめ明示することを規定で定めており改善されている。 

 

上記の改善を要する点の指摘に対して、人文科学研究科では、2023

年度より、毎年度、教室を単位として教室会議において研究指導の

計画を決定し、教室ごとに学生に公表している。内規における明文

化を図るため、2023年 6月の人文科学研究科教授会において、「人

文科学研究科における研究指導に関する内規」及び「人文科学研究

科における研究指導の計画について」を策定し、研究指導の計画の

決定および公表の手続き、ならびに指導教員が研究指導の計画に従

って研究指導を行うことなどを定めた。 

法学政治学研究科では、2023年度より、毎年度、法学政治学研究科

教授会において各分野の研究指導の計画を決定し、法学政治学研究

科の「授業概要・履修案内」において学生に公表している。内規に

おいて明文化を図るため、2023年５月の法学政治学研究科教授会に

おいて、「東京都立大学大学院法学政治学研究科法学政治学専攻にお

ける研究指導に関する内規」を改正し、研究指導の計画の決定およ

び公表の手続き、ならびに指導教員が研究指導の計画に従って研究

指導を行うべき旨を追記した。 

経営学研究科では、2023年 5月の経営学研究科教授会において、



「経営学研究科における研究指導の計画について」を策定した。 

システムデザイン研究科では、2023年 5月のシステムデザイン研究

科教授会において、「システムデザイン研究科における研究指導に関

する内規」を策定し、学生に研究指導の計画を公表することとし

た。公表は年度当初に本学の学生ポータルサイトである

CAMPUSSQUAREに掲載する。 

 

【根拠資料・データ】 

・6-3-4-07_(08)人文科学研究科における研究指導に関する内規（非

公表） 

・6-3-4-08_(08)人文科学研究科における研究指導の計画について

（非公表） 

・6-3-4-06_(09)東京都立大学大学院法学政治学研究科法学政治学専

攻における研究指導に関する内規（非公表） 

・6-3-1-07_(09)2023年度授業概要・履修案内（法学政治学専攻） 

・6-3-4-05_(10)経営学研究科における研究指導の計画について（非

公表） 

・6-3-4-09_(13)システムデザイン研究科における研究指導に関する

内規（非公表） 

 

 

対象となる基準 基準６－４ 

改善を要する点 〇すべての研究科の一部の授業科目において、適切な授業形態、学

習指導法、授業の方法及び内容が学生に対してシラバスによって明

示されていない。 

対応状況 ・法学政治学研究科、人間健康科学研究科においては、以下の取組

みにより適切な授業形態、学習指導法、授業の方法及び内容が学生

に対してシラバスによって明示され、また研究指導を課程修了に必

要な授業科目単位としていると誤認されるような記載はなく改善さ

れている。 

 

上記の改善を要する点の指摘に対して、法学政治学研究科では、 

2023年２月に法学政治学専攻の全授業科目のシラバスを確認し、適

切な授業形態、学習指導法、授業の方法または内容を明記していな

かった授業科目につき担当教員に修正を求めた結果、2023年４月現

在全授業科目につき対応済みである。 

人間健康科学研究科では、2022年度人間健康科学研究科教務委員会



で対応措置の取組を検討の上、各学域によるシラバス作成において

指摘事項を踏まえた対応を行った。引き続き今年度の同委員会にお

いて、対応状況について確認し、必要な見直しを図っていく。 

 

【根拠資料・データ】 

・6-4-3-03_(09)2023年度シラバス（法学政治学研究科） 

・6-4-3-04_(14)2023年度シラバス（人間健康科学研究科） 

 

 

対象となる基準 基準６－４ 

改善を要する点 〇経営学研究科では、課程修了に必要な授業科目単位に研究指導を

含めている。 

対応状況 ・経営学研究科においては、課程修了に必要な授業科目単位に研究

指導を含むことを定めていた規定を改正しており改善されている。 

 

上記の改善を要する点の指摘に対して、2023年 1月の経営学研究科

教授会において、課程修了に必要な授業科目単位を定めている「経

営学研究科要綱」第４条２，３，４について、研究指導が含まれな

いよう改訂し、2023年 4月 1日から施行している。 

 

【根拠資料・データ】 

・6-3-1-02_(10)東京都立大学経営学研究科要綱 

 

 

（注） 

１．機構で受けた大学機関別認証評価において、「改善を要する点」として指摘された事項の対応状況

について記入してください。 

２．「改善を要する点」には、評価結果報告書の「Ⅱ 基準ごとの評価」の【改善を要する点】に記載

された内容をそのまま転記してください。 

３.「対応状況」には、「改善を要する点」として指摘された事項に関して改善された状況の具体的内

容及びその改善を実現した取組について、根拠資料・データ等とともに「対応状況」欄に記入してく

ださい。 

４．根拠資料・データ等は、その名称を記載のうえ、別添として添付してください。評価結果の追記公

表の際に併せて公表しますので、資料番号については、既存資料と重複しないよう、既存資料の資料

番号以降の連番としてください。 

５．評価を受けた年度の翌年度を一年度目として起算した場合の三年度目の６月30日までに改善してい

ると判断していない事項については、対応状況欄にその旨のみを記載してください。 

 



様式 

対応状況報告書 

 

大  学  名：東京都立大学 

評価実施年度：  令和４年度 

報 告 年 度 ：  令和６年度 

 

対象となる基準 基準６－３ 

改善を要する点 〇人文科学研究科、法学政治学研究科、経営学研究科においては、

授業科目の内容が授与する学位に相応しい水準であることが認めら

れず、教育課程の編成が体系性を有しているといえない。 

対応状況 ・人文科学研究科においては、「人文科学研究科における履修及び学

位取得に関する申し合わせ」の改訂を行い改善されている。 

 

上記の改善を要する点の指摘に対して、人文科学研究科では「人文

科学研究科における履修及び学位取得に関する申し合わせ」におい

て、学部科目を修了要件へ充当する場合について、「ただし、学部の

授業科目は、専攻分野における研究能力を養うことに特に資するも

のと認められ、追加の課題を課すなどによって大学院の科目と同等

の水準とみなせるものであり、かつ他の大学院の授業科目では代替

できない内容であると判断されるものに限る。」と改訂を行った。 

 

【根拠資料・データ】 

・6-3-1-06_(08)人文科学研究科における履修及び学位取得に関する

申し合わせ（非公表） 

 

対象となる基準 基準６－３ 

改善を要する点 〇都市環境学研究科を除いたすべての研究科において、１年間の研

究指導の計画を、学生に対して毎年あらかじめ明示した上で、指導

することとしていない。 

対応状況 ・人文科学研究科、経営学研究科、理学研究科、システムデザイン

研究科においては、１年間の研究指導の計画を学生に対して毎年あ

らかじめ明示することを規定で定めたうえで研究指導の計画を公表

しており改善されている。 

 

上記の改善を要する点の指摘に対して、人文科学研究科では、2023



年 6月の人文科学研究科教授会において、「人文科学研究科における

研究指導に関する内規」及び「人文科学研究科における研究指導の

計画について」を策定し、学生に研究指導の計画を公表している。 

経営学研究科では、2023年 5月の経営学研究科教授会において、

「経営学研究科における研究指導の計画について」を策定し、学生

に研究指導の計画を公表している。 

理学研究科では、2023年 6月の専攻長会議において、「東京都立大

学大学院理学研究科における研究指導に関する内規」を改正し、学

生に研究指導の計画を公表している。 

システムデザイン研究科では、2023年 5月のシステムデザイン研究

科教授会において、「システムデザイン研究科における研究指導に関

する内規」を策定し、学生に研究指導の計画を公表している。 

 

【根拠資料・データ】 

・6-3-4-07_(08)人文科学研究科における研究指導に関する内規（非

公表） 

・6-3-4-08_(08)人文科学研究科における研究指導の計画について

（非公表） 

・6-3-4-09_(08)2024年度 研究指導の計画（人文科学研究科） 

・6-3-4-05_(10)経営学研究科における研究指導の計画について（非

公表） 

・6-3-4-06_(10)2024年度 研究指導の計画（経営学研究科） 

・6-3-4-05_(11)理学研究科における研究指導に関する内規（非公

表） 

・6-3-4-06_(11)2024年度 研究指導の計画（理学研究科） 

・6-3-4-09_(13)システムデザイン研究科における研究指導に関する

内規（非公表） 

・6-3-4-10_(13)2024年度 研究指導の計画（システムデザイン研究

科） 

 

対象となる基準 基準６－４ 

改善を要する点 〇すべての研究科の一部の授業科目において、適切な授業形態、学

習指導法、授業の方法及び内容が学生に対してシラバスによって明

示されていない。 

対応状況 ・理学研究科、人間健康科学研究科においては、適切な授業形態、

学習指導法、授業の方法及び内容が学生に対してシラバスによって

明示され、また研究指導を課程修了に必要な授業科目単位としてい



ると誤認されるような記載はなく改善されている。 

 

上記の改善を要する点の指摘に対して、理学研究科では、「シラバス

作成のガイドライン」に沿っていないシラバスについて、理学研究

科教務委員会にて具体的に是正個所を明示し、２０２４年度シラバ

ス作成に向け注意喚起した。また、作成したシラバスは各専攻委員

が確認しガイドラインに沿っていないシラバスについては該当教員

に是正を依頼し修正を行っている。 

人間健康科学研究科では、人間健康科学研究科教務委員会で対応措

置の取組を検討の上、各学域によるシラバス作成において指摘事項

を踏まえた対応を行った。引き続き同委員会において、必要な見直

しを図っていく。 

 

【根拠資料・データ】 

・6-4-3-03_(11)2024年度シラバス（理学研究科） 

・6-4-3-05_(14)2024年度シラバス（人間健康科学研究科） 

 

（注） 

１．機構で受けた大学機関別認証評価において、「改善を要する点」として指摘された事項の対応状況

について記入してください。 

２．「改善を要する点」には、評価結果報告書の「Ⅱ 基準ごとの評価」の【改善を要する点】に記載

された内容をそのまま転記してください。 

３.「対応状況」には、「改善を要する点」として指摘された事項に関して改善された状況の具体的内

容及びその改善を実現した取組について、根拠資料・データ等とともに「対応状況」欄に記入してく

ださい。 

４．根拠資料・データ等は、その名称を記載のうえ、別添として添付してください。評価結果の追記公

表の際に併せて公表しますので、資料番号については、既存資料と重複しないよう、既存資料の資料

番号以降の連番としてください。 

５．評価を受けた年度の翌年度を一年度目として起算した場合の三年度目の６月30日までに改善してい

ると判断していない事項については、対応状況欄にその旨のみを記載してください。 



様式 

対応状況報告書 

 

大  学  名：東京都立大学 

評価実施年度：  令和４年度 

報 告 年 度 ：  令和７年度 

 

対象となる基準 基準５－３ 

改善を要する点 〇経営学研究科博士後期課程において、実入学者数が入学定員を大

幅に超えている。また、法学政治学研究科専門職学位課程におい

て、実入学者数が入学定員を大幅に下回っている。 

対応状況 ・経営学研究科博士後期課程においては、2023年 3 月の教授会での、

博士後期課程の入学者数の管理を厳格に対処するという決議を踏ま

え、入学者数の適切な管理に努めた。その結果、2021 年度から 2025

年度の入学定員に対する平均比率が 1.28 倍と改善されている。 
 

【根拠資料・データ】 

・認証評価共通基礎データ様式【大学（専門職大学含む）用】様式 

２（令和７年５月１日現在） 

 

（注） 

１．機構で受けた大学機関別認証評価において、「改善を要する点」として指摘された事項の対応状況

について記入してください。 

２．「改善を要する点」には、評価結果報告書の「Ⅱ 基準ごとの評価」の【改善を要する点】に記載

された内容をそのまま転記してください。 

３.「対応状況」には、「改善を要する点」として指摘された事項に関して改善された状況の具体的内

容及びその改善を実現した取組について、根拠資料・データ等とともに「対応状況」欄に記入してく

ださい。 

４．根拠資料・データ等は、その名称を記載のうえ、別添として添付してください。評価結果の追記公

表の際に併せて公表しますので、資料番号については、既存資料と重複しないよう、既存資料の資料

番号以降の連番としてください。 

５．評価を受けた年度の翌年度を一年度目として起算した場合の三年度目の６月30日までに改善してい

ると判断していない事項については、対応状況欄にその旨のみを記載してください。 



様式 

対応状況報告書 

 

大  学  名：東京都立大学 

評価実施年度：  令和４年度 

報 告 年 度 ：  令和７年度 

 

対象となる基準 基準６－３ 

改善を要する点 〇人文科学研究科、法学政治学研究科、経営学研究科においては、

授業科目の内容が授与する学位に相応しい水準であることが認めら

れず、教育課程の編成が体系性を有しているといえない。 

対応状況 ・人文科学研究科においては、2023 年度に「人文科学研究科におけ

る履修及び学位取得に関する申し合わせ」の改訂を行ったが、現時

点では本基準について改善された状況にあると判断できないため、

引き続き改善に向けた検討や取組を進める。 

 

（注） 

１．機構で受けた大学機関別認証評価において、「改善を要する点」として指摘された事項の対応状況

について記入してください。 

２．「改善を要する点」には、評価結果報告書の「Ⅱ 基準ごとの評価」の【改善を要する点】に記載

された内容をそのまま転記してください。 

３.「対応状況」には、「改善を要する点」として指摘された事項に関して改善された状況の具体的内

容及びその改善を実現した取組について、根拠資料・データ等とともに「対応状況」欄に記入してく

ださい。 

４．根拠資料・データ等は、その名称を記載のうえ、別添として添付してください。評価結果の追記公

表の際に併せて公表しますので、資料番号については、既存資料と重複しないよう、既存資料の資料

番号以降の連番としてください。 

５．評価を受けた年度の翌年度を一年度目として起算した場合の三年度目の６月30日までに改善してい

ると判断していない事項については、対応状況欄にその旨のみを記載してください。 



様式 

対応状況報告書 

 

大  学  名：東京都立大学 

評価実施年度：  令和４年度 

報 告 年 度 ：  令和７年度 

 

対象となる基準 基準６－３ 

改善を要する点 〇都市環境学研究科を除いたすべての研究科において、１年間の研

究指導の計画を、学生に対して毎年あらかじめ明示した上で、指導

することとしていない。 

対応状況 ・人間健康科学研究科においては、現時点では本基準について改善

された状況にあると判断できないため、研究指導の計画について定

める単位や策定までのプロセス等を規定する形に内規を改正するこ

とを目指し、引き続き改善に向けた検討や取組を進める。 

 

（注） 

１．機構で受けた大学機関別認証評価において、「改善を要する点」として指摘された事項の対応状況

について記入してください。 

２．「改善を要する点」には、評価結果報告書の「Ⅱ 基準ごとの評価」の【改善を要する点】に記載

された内容をそのまま転記してください。 

３.「対応状況」には、「改善を要する点」として指摘された事項に関して改善された状況の具体的内

容及びその改善を実現した取組について、根拠資料・データ等とともに「対応状況」欄に記入してく

ださい。 

４．根拠資料・データ等は、その名称を記載のうえ、別添として添付してください。評価結果の追記公

表の際に併せて公表しますので、資料番号については、既存資料と重複しないよう、既存資料の資料

番号以降の連番としてください。 

５．評価を受けた年度の翌年度を一年度目として起算した場合の三年度目の６月30日までに改善してい

ると判断していない事項については、対応状況欄にその旨のみを記載してください。 



様式 

対応状況報告書 

 

大  学  名：東京都立大学 

評価実施年度：  令和４年度 

報 告 年 度 ：  令和７年度 

 

対象となる基準 基準６－４ 

改善を要する点 〇すべての研究科の一部の授業科目において、適切な授業形態、学

習指導法、授業の方法及び内容が学生に対してシラバスによって明

示されていない。 

対応状況 ・法学政治学研究科、経営学研究科、都市環境科学研究科、人間健

康科学研究科においては、適切な授業形態、学習指導法、授業の方

法及び内容が学生に対してシラバスによって明示され、また研究指

導を課程修了に必要な授業科目単位としていると誤認されるような

記載はなく改善されている。 

 

上記の改善を要する点の指摘に対して、法学政治学研究科では、シ

ラバス作成にあたり、「シラバス作成のガイドライン」に基づいた記

載を教授会で働きかけるとともに、メールでの注意喚起及び周知を

行った。作成したシラバスは研究科長が複数回チェックし、不備が

あった科目については訂正を行い、適切な内容がシラバスに記載さ

れているか確認を行った。 

 

経営学研究科では、シラバス作成時期に「シラバス作成のガイドラ

イン」を教員に配布し、教授会において研究科長からシラバス作成

のガイドライン遵守の徹底や注意喚起を行った。作成したシラバス

は、専攻長又は各プログラムディレクターがガイドラインに沿って

いるかについてチェックを行い、問題があった場合はプログラムデ

ィレクターから該当教員に修正を依頼し、修正を行った。 

 

都市環境科学研究科では、都市環境学部教務委員会部会におけるシラ

バス作成依頼の際に、修正が必要と考えられるシラバスのリストを添

付することで、該当する教員に対して確実な修正を促した。また、シ

ラバス作成時の依頼文書に認証評価指摘事項に関する対応の徹底に

ついて言及し、「シラバス作成のガイドライン」を確認するよう注意



喚起を記載するとともに、都市環境科学研究科・都市環境学部代議員

会において、各学域長に対して周知徹底を依頼した。 

各教員から提出されたシラバスについて、都市環境学部教務委員会

部会構成員や研究科長により確認を行い、対応が完了した。 

 

人間健康科学研究科では、人間健康科学研究科教務委員会で対応措

置の取組を検討の上、各学域によるシラバス作成において指摘事項

を踏まえた対応を行った。引き続き同委員会において、必要な見直

しを図っていく。 

 

現時点で本基準について改善された状況にあると判断できない研究

科においては、引き続き改善に向けた取組を進める。 

また、全学組織である大学教育センターではシラバスの記載方法や

管理体制を重点課題と設定し、本基準での指摘事項を踏まえた改善

及び向上に向けた取組を進める。 

 

【根拠資料・データ】 

・6-4-3-06_(09)2025 年度シラバス（法学政治学研究科） 

・6-4-3-07_(10)2025 年度シラバス（経営学研究科） 

・6-4-3-08_(12)2025 年度シラバス（都市環境科学研究科） 

・6-4-3-09_(14)2025 年度シラバス（人間健康科学研究科） 

 

（注） 

１．機構で受けた大学機関別認証評価において、「改善を要する点」として指摘された事項の対応状況

について記入してください。 

２．「改善を要する点」には、評価結果報告書の「Ⅱ 基準ごとの評価」の【改善を要する点】に記載

された内容をそのまま転記してください。 

３.「対応状況」には、「改善を要する点」として指摘された事項に関して改善された状況の具体的内

容及びその改善を実現した取組について、根拠資料・データ等とともに「対応状況」欄に記入してく

ださい。 

４．根拠資料・データ等は、その名称を記載のうえ、別添として添付してください。評価結果の追記公

表の際に併せて公表しますので、資料番号については、既存資料と重複しないよう、既存資料の資料

番号以降の連番としてください。 

５．評価を受けた年度の翌年度を一年度目として起算した場合の三年度目の６月30日までに改善してい

ると判断していない事項については、対応状況欄にその旨のみを記載してください。 
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